
留学生の受入数に関する取扱いの方法例 

 

（１）受入体制等に応じた適正な数の受入れ 

専修学校における留学生の受入数は、充実した教育指導及び適切な留学生管理を確保できる

範囲内にとどめるものとし、受入数の増加を図る場合には、当該専修学校の経営に関する将来的な

見通しの上に、計画的に留学生指導担当者の増員及び資質の向上を図るなど、十分な受入体制

を整備した上で段階的に行うこととする。 

 

（２）在籍管理の実績又は受入体制に基づく受入数の上限 

次のア又はイのいずれかに該当する専修学校にあっては、当該専修学校の入学許可を受けて、

地方入国管理局等へ在留資格認定証明書の交付又は在留資格変更の許可の手続きを行うことと

なる留学生の数が、設置する全ての学科の入学定員を合算した数（以下「総入学定員数」という。）

の２分の１をこえないようにする。 

ア 当該専修学校の日本語教育機関（日本語学科）又はそれ以外の学科について、地方入国

管理局等による在籍管理能力の判定において「非適正校」の判定を受け、翌年の留学生受

入れに関し入国・在留審査手続きを簡素化しないこととされた年が、受入予定年度の前年か

ら過去４年間に２回以上あるものなど、在籍管理の実績が良好でないもの。 

イ 留学生の生活指導に係る業務に専任する教職員が置かれていないなど、留学生受入れの

ための組織体制が十分でないもの。 

 

（３）総入学定員の２分の１をこえる留学生の受入れ 

① 事前申出 

所轄庁は、総入学定員数の２分の１をこえる数の留学生を受け入れようとする専修学校に対

し、事前に次の事項を申し出るよう求め、その申出の内容の確認を行うものとする。 

ア 留学生の受入状況 

イ 入学許可を行おうとする留学生の数（留学生の受入予定数） 

ウ 在籍管理の実績 

エ 留学生受入れのための組織体制 

オ その他必要な事項 

② 定期報告 

所轄庁は、総入学定員数の２分の１をこえて留学生を受け入れることとした専修学校に対し、次

の事項を定期的に報告するよう求めるものとする。 

ア 留学生の受入状況 

イ 当該年度内及び次年度における留学生の受入予定数 

ウ 在籍管理の実績（除籍者・退学者・所在不明者等の状況を含む。） 

エ 留学生受入れのための組織体制 

オ その他必要な事項 



 

 
  

③ 在籍管理の実績が良好でなくなった又は管理体制が不適切となった場合 

ⅰ） 総入学定員数の２分の１をこえて留学生を受け入れることとした専修学校が、(２)ア又はイに該

当することとなったときは、その後、継続的な改善実績が示されるまでの間、入学者募集におけ

る留学生受入数を総入学定員の２分の１までにとどめるものとする。この場合において、在籍管

理能 

力の判定等及び留学生受入れのための組織体制について、複数年度にわたる良好な実績を示し

た専修学校は、所轄庁の確認を得た上で、再度、総入学定員の２分の１をこえて留学生を受け

入れることができることとする｡ 

ⅱ） (２)ア又はイに該当する専修学校が、正当な理由なく(３)②の定期報告を行わず、総入学定員

の２分の１をこえる留学生を受け入れた場合には、過剰受入数の調整を図るよう、当該受入れを

行った年度の翌年度以降における留学生受入数を減ずるものとする。 

 

（４）留学生の受入数に関する取扱いの適用及び経過措置 

① 留学生の受入数に関する取扱いの適用 

(２)及び(３)の取扱いは、平成２３年度入学予定の留学生の受入れから、適用するものとする。 

② 経過措置 

(２)アにかかわらず、総入学定員の２分の１をこえる留学生の受入れを平成２３年度又は平成２４

年度から行う専修学校に求める在籍管理の実績については、次のア又はイのいずれかに該当し、

その実績が良好なものであることを確認できれば足りるものとする。 

ア 当該専修学校の日本語教育機関（日本語学科）又はそれ以外の学科について「非適正

校」の判定を受けた年が、受入予定年度の前年から過去４年間に１回以下であること。 

イ 受入予定年度の前年から過去２年間のいずれの年においても、当該専修学校の日本語教

育機関（日本語学科）又はそれ以外の学科について「非適正校」の判定を受けていないこと。 


